
返礼品の生産・製造・加工・販売・
体験等に必要となる
設備の導入費用（修繕費含む）

作陶支援
　　（雇用事業主）

ふるさと納税
　　（設備の導入）

作陶支援（設備の導入）
窯・ろくろ・土錬機等や附属品の

導入費用（修繕費含む）

月額家賃の1/4以内
年間12万円まで (最大3年間)

窯・工房など作陶に必要な設備の

賃貸借に関する費用

月額給料の 1/3以内
5万円×2人まで（最大3年間）

1/2以内  50万円まで (1回限り)

窯業を生業として志す者を雇用した
際に支払う給料

1/2以内 50万円まで (1回限り)

1/2以内
年間12万円まで (最大3年間)

作陶支援（設備の賃借）

ふるさと納税対象産品の開発及び
次代の益子焼産地を担う若手作家への支援を目的とした制度です。

窯業を生業として
志す方向け

窯業を生業として
志す方を雇う
事業主向け

ふるさと納税
協力事業者向け

生活支援（住家の賃借）



！□ 実績報告書（様式第 8号）
□ 事業実績書（様式第 9号）
□ 領収書等支出を証明する書類
□ 導入設備等の写真 ［事業 1・事業 2-3］
□ 個人事業の開業・廃業等届出書 ［事業 2-3］
□ その他

（1）益子町に住所がある又は補助金交付までに益子町に住所を移す予定である

（2）補助金交付申請日現在で 40歳未満である

（3）学校等で窯業に関する専門的な知識及び技能を1年以上習得したことがある

　　 又は陶磁器製造事業所等に勤務及び作家に師事した経験が 1年以上ある

（4）益子町で窯業を 10年以上継続する意思がある

町内に事業所があり、窯業を生業として志す方（上記の（1）～（4）の対象者を参照）を雇用する事業主

支給要件

・窯業を生業として志す方の 1週間の所定労働時間が 20時間以上かつ雇用保険が適用されている
・窯業を生業として志す方が自由に作陶できる時間を設け、設備を使用させるなど、窯業者育成に関して配慮している
・個人事業主及び法人代表者の 3親等以内の雇用ではない

町内に事業所があり、

10年以上事業を継続する意思を

有するふるさと納税協力事業者

対象者

□ 交付申請書（様式第 1号）
□ 事業計画書（様式第 2号の該当事業）
□ 誓約書（様式第 3号）
□ 住民票の写し［個人の場合］
□ 登記事項証明書の写し ［法人の場合］
□ 登記事項証明書の写し ［法人の場合］
□ 学校の修了証明書や雇用主が発行する
　 従事証明書等 ［事業 2］

補助金
交付

制度詳細・申請書のダウンロード
益子町公式ホームページ
https://www.town.mashiko.lg.jp
/page/page003912.html

問い合わせ先　益子町産業建設部観光商工課商工係

｜住  所｜〒321-4293　益子町大字益子 2030

｜TEL｜0285-72-8845　｜FAX｜ 0285-70-1180　｜E-MAIL｜kankou@mashiko.town.lg.jp

□ 交付請求書（様式第 11号）

□ 位置図・平面図［事業 1・事業 2-3］
□ 賃貸借契約書の写し［事業 2-1］
□ 設備等に関わる賃借の内容が分かる資料［事業 2-2］
□ 見積書の写し・カタログ［事業 1・事業 2-3］
□ 雇用条件や労働条件を証明する書類［事業 3］
□ 補助金対象従業者の本人確認資料［事業 3］
□ その他

以下に該当する場合は、
補助金の返還対象となります。

 ・要綱の規定に違反したとき
 ・10 年以内に事業を中止したとき
 ・不正の行為が認められるとき
（補助対象となった施設等を、
補助金の目的に反して使用、譲渡、
交換、除去したり、担保に入れた
場合など）

ふるさと納税協力業者 窯業を生業として志す方

窯業を生業として志す方を雇用する事業主

※（1）～（4）の条件を
全て満たす方が対象

申請の流れ

支給条件

・ 町内に家屋を持たず、町内の賃貸借住宅等に居住している［事業 2-1］
・住宅の借主が申請者本人である［事業 2-1］
・貸主が 2親等以内の親族でない［事業 2-1・事業 2-2］

事業事業

事業

交付
決定

額の
確定

申請

実績
報告

交付
請求


